
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 9 年度 予算編成方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 8 年 10 月 

市川市長 

  



令和９年度予算編成方針 

 

 令和９年度の予算編成は、次に掲げる考え方に基づき行うこととします。 

 

（１）予算重点施策に基づく選択と集中 

   限られた財源の中で、総合計画２０５０に掲げる将来都市像の実現に向

け、基本構想及び基本計画を着実に推進するためには、将来を見据え、ま

ちの魅力や活力の向上につながる事業を戦略的に展開していく必要があ

ります。 

   「予算重点施策」を踏まえ、自然災害や物価高騰などに対する市民生活

の安全保障に取り組むための施策、未来を拓く教育の実現を目指す教育施

策、資源の有効活用と循環を促進する市民参加型の環境先進都市の実現へ

の施策などを推進するほか、事業の必要性や効果を見極めた上で、重点的

に財源を配分する予算とします。 

 

 

（２）市民ニーズを捉えた事業の見直し 

   本市の人口は５０万人に到達し、今後も増加することが見込まれている

一方、年少人口の減少や高齢者の増加により、これまで進めてきた定住促

進のための施策や高齢者の外出促進のための施策などの重要性が増して

います。 

   複雑化していく社会構造の変化に伴って、新たに生じる市民ニーズに対

応するとともに、必要な市民サービスを維持していくためには、デジタル

技術の活用を一元的に推進し、柔軟かつ的確に応じていく必要があります。 

   あわせて、既存の事業について、経費の見込みは適切であるか、現在の

社会経済状況に即した事業となっているか、各事業の必要性・重要性を見

極め、各部局が主体的に事業の見直しを行い、歳出の最適化を図る予算と

します。 

 

 

（３）将来を見据えた財政運営 

   老朽化が進む公共施設や都市基盤の整備・更新に当たっては、建設時の

経費だけでなく、将来の維持管理経費も考慮し、将来世代に過大な負担を

残さないよう取り組み、特に公共施設については、公共施設等総合管理計

画及び個別計画に基づき、集約化・複合化を含めた検討が必要となります。 

   また、必要な行政サービスの提供や将来に向けた投資を着実に実施する

ため、金利上昇に伴う利子の増加や将来世代への影響に十分に配慮しつつ、

市債や基金を適切に活用します。 

   加えて、収納率の向上や特定財源の確保など、歳入確保の取り組みを徹

底することにより、将来的な財政負担の拡大を防ぐことで、持続可能で健

全な財政運営を堅持する予算とします。 

 


